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１ 取組の体系 

 

 第２章に掲げた３つの原則のもとに、「防災のまちづくり」、「交通ネットワーク」、「生活・

雇用」、「保健・医療・福祉」、「教育・文化」、「地域コミュニティ」、「市町村行政機能」、「水産

業・農林業」、「商工業」、「観光」の 10 分野の取組を位置付け、計画期間における具体的な取

組の内容とその考え方を本章で示す。 

 

 

本章の２では、それぞれの分野の「主な取組内容」を記載する。「主な取組内容」では、そ

の推進期間を「緊急的な取組」（概ね１年以内）、「短期的な取組」（概ね３年以内）、「中期的な

取組」（概ね６年以内）として整理し、実施に当たっては、被災市町村の復興と歩調を合わせ

ながら、スピード感を持って効果的・効率的に取組を進めるものとする。 

また、これらに加え、中期を超える期間を要する内容を含む取組全体については、「取組項

目一覧」として、本章の３にその全体を掲げる。 

 

さらに、10 分野の取組とともに、長期的な視点に立ち、分野横断的な取組を「三陸創造プ

ロジェクト」として進めることとし、その内容については、第５章で示す。 

【「目指す姿」の実現に向けた取組の体系】 

 

第４章  復興に向けた具体的取組 
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復興道路（幹線道路ネ
ットワーク）の構築 

復興道路（幹線道路ネットワーク）

の重点整備 
         

・医療機関の整備支援（高台への移転等まちづくりと連動した整備・災害対応機能の強化） 
・遠隔医療を含めた保健・医療・福祉ネットワークの再構築  

計画的で環境に配慮した
処理を促進 

災害復興公営住宅等の公
的賃貸住宅の供給            

・避難機能や地域コミュニティに配慮した複合型集合

住宅の整備 

・高齢者等が快適に暮らせる居住環境の整備 
 

・住宅再建に向けた各種支援制度の創設及び充実 

・新たな住宅及び宅地の供給 
 

がれきの 
早期撤去      

・応急仮設
住宅の早
期建設 

・公営住宅
の空き住
戸活用 

・公営住宅
等の家賃
負担軽減 

共同利用システムの活用や協業体の育成などを
通じた担い手の確保・育成支援  

漁協による漁船等生産手段の一括購入、共同利用シ
ステムの構築支援 

加工機能の集積や企業間連携等による高生産性・高付加価値化を実現
する流通（魚市場）・加工体制の構築 

高度な衛生・鮮度管理に対応する施設・設備の整備支援 

融資・補助制度の充実 
               

冷凍・冷蔵施設、加工施設等共同利用
施設の復旧・整備支援 
                      

地域に根差した中小企業等の経営の安定化や高度化の推進 

新たなまちづくりと連動した商店街の再構築と振興支援 

国内外への販路開拓・取引拡大を支援 

 

経営の安定化に向けた

金融面や制度面の継続

的な支援 

新規融資支援など企業再
生支援体制の整備 

仮設店舗・工場などの整
備支援  

・融資・助成支援 
・経営相談体制の充実             

  
   
 

いわて県民計画（平成 21 年度～平成 30 年度） 

 復興実施計画 

 

岩手県東日本大震災津波復興計画－復興基本計画－（平成 23 年度～30 年度） 

第 2 期（本格復興期間） 
平成 26 年度～28 年度 

第3期 
（更なる展開への連結期間）  
平成 29 年度～平成 30 年度  

 

第 1 期（基盤復興期間） 
平成 23 年度～25 年度 

緊急 

【参考】復興への歩みと計画期間との関係 

・雇用創出への支援 

・職業訓練等の実施による新たな産業分野に対応する人材の育成 ・雇用の創出 
・再就職に向けた職業訓練の拡充 

出張労働相談会 

等の開催 

各種福祉サービス等の提供体制の再構築 

・仮設診療所（薬局
を含む）の整備 

・中核的病院の機能
回復 

・医療提供施設の復
旧支援               

中核的な産地魚市場
の再開 

多重防災型まちづくりの推進 

          
            
    
         

多重防災型の 
まちづくり計
画等の策定  

三 陸 創 造 プ ロ ジ ェ ク ト 

地域の防災対策、水産業再生
の方向性等を踏まえた漁港
等の復旧・整備 

水揚げ状況、漁船の安全確保等の必要とされる
機能に応じた漁港・漁場の復旧・整備 

漁港や海岸保全施設
等の応急的な復旧 

被災住宅の新
築・修繕等への
支援 

長 期 中 期 短 期 

「
暮
ら
し
」
の
再
建 

児童生徒の心のサポートと「いわての復興教育」の推進       

学校施設の復旧整備等 

放射線量の測定など監視体制の充実強化及び安全対策
の強化 

「
安
全
」
の
確
保 

復興支援ファンド等による二重債務解消に向けた支援 

「
な
り
わ
い
」
の
再
生 


